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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

    

回次
第33期

第２四半期連結
累計期間

第34期
第２四半期連結
累計期間

第33期
第２四半期連結
会計期間

第34期
第２四半期連結
会計期間

第33期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 39,229,18039,696,63920,296,30620,881,26380,898,892

経常利益（千円） 2,164,0352,894,9851,158,6461,679,9515,131,025

四半期（当期）純利益（千円） 1,171,4491,725,779627,8441,006,5242,558,173

純資産額（千円） － － 33,035,17835,150,88534,320,508

総資産額（千円） － － 43,104,37945,714,00042,746,953

１株当たり純資産額（円） － － 1,802.161,915.791,871.25

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
64.54 95.08 34.59 55.46 140.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― － ― － ―

自己資本比率（％） － － 75.9 76.1 79.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
739,298 982,774 － － 2,551,171

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△70,461△564,442 － － △183,437

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△421,788△418,647 － － △916,027

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 11,142,38312,363,27312,360,069

従業員数（人） － － 1,273 1,633 1,285

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について記載して

おりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第33期第２四半期連結累計（会計）期間、第34期第２四半期連結累計（会計）期間及び第33期の潜在株式調

整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。　
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,633(368)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出向者

及び嘱託社員を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、アルバ

イトであります。）は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 733 (90)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び嘱託社員を含んでおりま

す。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、アルバイトであります。）は（　）内

に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注状況

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をビジネスモデル群別に示すと、次のとおりであります。

ビジネスモデル群別
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同期比（％）

有名ブランド(ＦＢ)ビジネスモデル（千円） 5,848,961 98.5

プライベートブランド(ＰＢ)ビジネスモデル（千円） 8,585,597 100.0

ギフト(ＮＢ加工)ビジネスモデル（千円） 5,792,877 114.1

その他（千円） 653,828 94.3

合計（千円） 20,881,263 102.9

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１）業績等の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、厳しい雇用情勢や所得環境の悪化から生活防衛意識は益々高ま

り、個人消費の低迷や生活必需品における市場価格の下落が進むなど、依然として大変厳しい消費環境が続いており

ます。

このような状況下、当社グループにおきましては、消費者ニーズを捉えた低価格帯商品や新企画商品の品揃えを強

化してきたことで、既存得意先からの新しい商品・売場の企画やＯＥＭ商品開発の要請や、これまで取引がなかった

業態や得意先との取り組みも増加し、これまで苦戦していたディビジョンの業績も徐々に上向きとなり、全体として

堅調に推移いたしました。

結果といたしましては、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高20,881百万円(前年同期比102.9%)、売上総利益

5,279百万円(前年同期比107.0%)、営業利益1,759百万円(前年同期比144.9%)、経常利益1,679百万円(前年同期比

145.0%)、四半期純利益1,006百万円(前年同期比160.3%)と増収増益となりました。

なお、平成21年６月４日開催の当社取締役会において決議いたしました㈱スティラジャパン解散に伴う追加損失見

込額約240百万円については、当第２四半期連結会計期間において当初の見込み通り推移しております。

　

＜ビジネスモデル群別売上高＞

ビジネスモデル群別 売上高（百万円） 前年同期比（％） 構成比（％）

有名ブランド(ＦＢ)ビジネスモデル 5,848 98.5 28.0

プライベートブランド(ＰＢ)ビジネスモデル 8,585 100.0 41.1

ギフト(ＮＢ加工)ビジネスモデル 5,792 114.1 27.7

その他 653 94.3 3.2

合計 20,881 102.9 100.0

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

「有名ブランド(ＦＢ)ビジネスモデル」におきましては、低価格帯カジュアルブランド商品や自社オリジナルブラ

ンド商品によるカジュアルインポート売場づくりに加え、売れ筋ブランド商品のアウトレット企画等に取り組んでま

いりました。鞄につきましては売場活性化策の効果が表れてきており、第２四半期連結会計期間におきましては販売

額が伸長し、アクセサリー関連や時計は販売回復の進捗が鈍いものの、業績は徐々に上向き傾向になってきておりま

す。また、苦戦が続いていた香水中心のコスメティック事業においては、商品構成を健康・美容関連商品へシフトした

ことで、新型インフルエンザ対策用マスクや低単価・高機能化粧品等の販売が好調となりました。

「プライベートブランド(ＰＢ)ビジネスモデル」におきましては、Ａ＆Ｖ関連ではエコポイント制度や地上デジタ

ル放送への切り替えの後押しもあり、第2四半期連結会計期間に入り業績が大幅に伸長いたしました。また、家庭用品

関連では節約志向に伴う内食の高まりや調理玩具の人気もあり、夏物の氷かき器やマグボトル、圧力鍋の販売が好調

に推移したほか、デザイン家電関連では、しずく型をはじめとするデザイン加湿器やアロマ芳香器、雑貨専門店のＯＥ

Ｍ商品の販売が好調となりました。ホビー関連におきましては、マリン用品の好調に加え、新しい知育玩具として話題

性の高いしゃべる地球儀などの販売も好調に推移いたしました。

「ギフト(ＮＢ加工)ビジネスモデル」におきましては、ギフト関連では本格的な中元期を迎える中、前期より徹底

強化してきた低価格帯商品や半額ギフトが消費者ニーズに合致し、これまで取り扱いのなかった新たな業態へも販路

が拡大するなど、好調に販売を伸ばしております。食品・酒類関連では、夏期商品の中核となるローアルコールビール

や輸入ワインが好調となったと共に、昨年秋に発売した第３のビールも低価格を武器に得意先が拡大しております。

結果、売上高におきましては、有名ブランド(ＦＢ)ビジネスモデルが5,848百万円(前年同期比98.5%)、プライベート

ブランド(ＰＢ)ビジネスモデルが8,585百万円（前年同期比100.0%）、ギフト(ＮＢ加工)ビジネスモデルが5,792百万

円(前年同期比114.1%)と堅調に推移しました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は12,363百万円となり、第１四

半期連結会計期間末より1,256百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおり

であります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果増加した資金は3,346百万円（前年同期比1,383百万円増）となりました。これは主に、税金等調整前

四半期純利益1,782百万円、たな卸資産の減少額2,013百万円による増加によるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果減少した資金は31百万円（前年同期比267百万円減）となりました。これは主に、定期預金の払戻に

よる収入300百万円による増加及び有形固定資産の取得による支出63百万円及び投資有価証券の取得による支出186

百万円による減少によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果減少した資金は2,039百万円（前年同期比1,995百万円増）となりました。これは主に、短期借入金

の返済による支出2,000百万円による減少によるものであります。　

（３）対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、前連結会計年度に掲げた課題については、当第２四半期連結会計期間において、次のように対処しております。

    ①「徹底した在庫削減によるキャッシュフローの向上」

当第１四半期に導入した単品管理システムを活用し、単品ごとの仕入・販売・在庫の紐付けを一元コントロールす

ることでその精度を高めております。

②「収益性向上に向けた徹底した経費削減」

　「経営は入りと出のバランス」という認識のもと、収益に見合った経費運用を行うため、全社をあげて徹底した経費

削減に取り組んでおります。物流費につきましては、㈱ドウシシャ物流と協業してディビジョンごとに受注出荷プロ

セスの改善による配送集約化や倉庫作業の効率化に取り組んでおります。

③「重点得意先への販売強化と新規開拓の強化」

　新規・休眠得意先開拓の進捗状況を可視化し、ディビジョン間の連携による新たな販路開拓に取り組んでおります。

また、前連結会計年度より取り組みを開始した全事業部横断型の強化得意先プロジェクトの活動を更に推し進めてお

ります。

　

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

（５）経営者の今後の方針について

当社グループは創業以来一貫して、「つぶれないロマンのある会社づくり」を経営理念として掲げ、変化対応型リ

スクマネジメント経営の実践に取り組んでおります。そのため、収益悪化の兆候がみられる事業は、問題を先送りせ

ず、早期に組織体制も含めて事業の再構築に着手する一方、与信管理システムにより、貸倒れの影響を最小限に留める

仕組みの運用も継続して行ってまいります。在庫問題につきましても、キャッシュフローの向上に向けて在庫の適正

化に取り組んでまいります。

また、スピードと柔軟性を維持しながらニッチ市場で競争優位な事業展開をするため、１つのビジネス単位を年商

50億円とし、そこからシナジー効果が生み出せる事業を50個に拡大させる「50億50ＤＩＶ構想」の実現に向け、Ｍ＆

Ａも含めて事業の拡大に取り組んでまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,300,000

計 39,300,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,687,818 18,687,818

㈱東京証券取引所

㈱大阪証券取引所

各市場第一部

（注）

計 18,687,818 18,687,818 － －

　（注）１．単元株式数は100株であります。　

　　　　２．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式。
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、発行した新株予約権は次のとおりであります。

平成20年６月26日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

１.新株予約権の数（個） 5,119

２.新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

３.新株予約権の目的となる株式の種類
当社普通株式 

単元株式数100株　

４.新株予約権の目的となる株式の数（株）
511,900

　 （注１）

５.新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たり　1,788

　 （注２）

６.新株予約権の行使期間
自　平成22年７月15日

至　平成24年７月14日

７.新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　1,788

資本組入額　　　894　

８.新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社

の取締役、監査役もしくは従業員又は当社の子会社の取締

役の地位にあることを要する。

　ただし、取締役、監査役が任期満了により退任した場合、従

業員が定年により退職した場合、当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める一定の要

件を充たした場合又は当社取締役会が正当な理由があると

認めた場合は、この限りではない。 

②新株予約権の相続はこれを認めない。 

③新株予約権の行使にあたっては、行使請求日に先立つ３

連続取引日の東京証券取引所における当社株式普通取引の

終値が、いずれも行使価額の130％以上であることを要す

る。

④その他権利行使の条件は、平成20年6月26日開催の当社第

32回定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権者との間で締結された「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。

９.新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

10.代用払込みに関する事項 ―　

11.組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注３）

12.新株予約権の行使により発生する端数の切捨て
新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が

ある場合には、これを切り捨てるものとする。

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただしか

かる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
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２．新株予約権発行後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合は、株式分割又は株式併合

の比率に乗じ、次の算式により行使価額が調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切上げ

る。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額　×
１

分割・併合の比率

　また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会

社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株

式に転換される証券もしくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約

権付社債に付されたものを含む）の転換又は行使の場合を除く）、上記の行使価額は、次の算式により調整

されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額  ＝調整前行使価額 ×
既発行株式数  ＋

新規発行株式数  × １株当たり払込金額

 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る

自己株式数を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合は「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替える。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編行為」と総称する。）をする場合において、下記（８）②により新株予約権を取得する場合を除

き、組織再編行為の効力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付することとする。この場合においては、

残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定さ

れる数とする。

(２）交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(３）交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

(４）交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

上記５．に定める行使価額を基準に組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される価額に、交

付する新株予約権１個当たりの目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とする。

(５）交付する新株予約権の行使期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、行使期間の末日までとする。

(６）交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す

る事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

(７）交付する新株予約権の行使の条件

上記８．に定めるところと同様とする。

(８）新株予約権の取得に関する事項

①当社は、新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約権を無償

で取得することができる。

②当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当

社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で

承認された場合は、当該新株予約権を無償で取得することができる。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

― 18,687 ― 4,993,003 ― 5,994,487
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

野村　正治 大阪市浪速区 5,109 27.34

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,960 10.49

有限会社野村興産 大阪市浪速区元町１丁目10－８ 1,680 8.99

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２丁目11－３ 880 4.71

BBH FOR FIDELITY

LOW-PRICED STOCK FUND

(常任代理人　株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行)

40 WATER STREET, BOSTON MA ０２１０９

U.S.A.　　　　　　　　　　　　　　　　　

(東京都千代田区丸の内２丁目７－１　決済

事業部)

550 2.94

日興シティ信託銀行株式会社

（投信口）
東京都品川区東品川２丁目３－14 500 2.68

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 450 2.41

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５－33 420 2.25

THE CHASE MANHATTAN BANK,

N.A. LONDON SECS LENDING

OMNIBUS ACCOUNT

(常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行決済営業

部)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND　　　　　　　　　　　　　　　　　

(東京都中央区月島４丁目１６－１３)

325 1.74

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 318 1.70

計 － 12,195 65.26

（注）１．上記のほか、自己株式が537千株あります。

２．住友信託銀行株式会社から平成20年12月５日付で提出された大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年

11月28日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会

計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載によって

おります。　

　　大量保有者　　　　　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社

　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　　保有株式の数　　　　　　　　　　　　株式 1,009,100株

　　株券等保有割合　　　　　　　　　　　5.40％

３．スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成21年８月20日付で提出された大量保有報告書の変

更報告書の写しの送付があり、平成21年８月14日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記

大株主の状況は株主名簿の記載によっております。　

　　大量保有者　　　　　　　　　　　　　スパークス・アセット・マネジメント株式会社

　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　東京都品川区大崎一丁目11番２号ゲートシティ大崎

　　保有株式の数　　　　　　　　　　　　株式 1,218,700株

　　株券等保有割合　　　　　　　　　　　6.52％
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    537,500 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,098,800 180,988

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 普通株式 　  51,518 － 同上

発行済株式総数 普通株式 18,687,818 － －

総株主の議決権 － 180,988 －

　

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ドウシ

シャ

大阪市中央区東心

斎橋１丁目５番５

号

537,500 － 537,500 2.88

計 － 537,500 － 537,500 2.88

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,290 1,295 1,421 1,522 1,780 1,930

最低（円） 1,180 1,185 1,270 1,382 1,486 1,600

　（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

　

（注）なお、当社は執行役員制度を導入しており、前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの執

行役員の異動は、次のとおりであります。

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

執行役員

社長室長、総合経

営企画部ダイレク

ター、イタリア事

務所担当兼ＩＲ広

報担当

執行役員

総合経営企画部ダ

イレクター、イタ

リア事務所担当兼

ＩＲ広報担当

小柳　伸成 平成21年11月２日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,363,273 12,360,069

受取手形及び売掛金 12,601,820 11,215,472

有価証券 186,000 －

商品及び製品 7,074,451 6,634,481

繰延税金資産 638,180 69,269

短期貸付金 105,362 65,126

その他 1,088,527 1,061,674

貸倒引当金 △55,839 △76,613

流動資産合計 34,001,777 31,329,481

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,355,701 6,323,058

減価償却累計額 △2,473,900 △2,373,269

建物及び構築物（純額） 3,881,801 3,949,788

土地 5,391,621 5,391,621

その他 752,012 604,345

減価償却累計額 △496,908 △451,915

その他（純額） 255,103 152,430

有形固定資産合計 9,528,526 9,493,841

無形固定資産

のれん 37,694 47,118

その他 105,314 67,648

無形固定資産合計 143,009 114,767

投資その他の資産

投資有価証券 1,021,473 742,693

長期貸付金 21,892 5,755

再評価に係る繰延税金資産 189,777 189,777

繰延税金資産 185,234 248,898

その他 845,076 851,374

貸倒引当金 △222,767 △229,635

投資その他の資産合計 2,040,687 1,808,864

固定資産合計 11,712,223 11,417,472

資産合計 45,714,000 42,746,953
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 4,352,589 2,959,800

1年内返済予定の長期借入金 453 1,335

1年内償還予定の社債 2,250,000 2,250,000

未払法人税等 1,307,284 1,092,219

役員賞与引当金 34,700 42,600

賞与引当金 19,162 19,650

関係会社整理損失引当金 1,757 －

その他 2,242,686 1,713,870

流動負債合計 10,208,632 8,079,475

固定負債

退職給付引当金 135,883 135,955

繰延税金負債 44,943 45,231

その他 173,655 165,782

固定負債合計 354,482 346,969

負債合計 10,563,114 8,426,444

純資産の部

株主資本

資本金 4,993,003 4,993,003

資本剰余金 5,994,487 5,994,487

利益剰余金 25,527,073 24,213,135

自己株式 △1,014,617 △1,014,476

株主資本合計 35,499,946 34,186,150

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 22,587 △54,916

繰延ヘッジ損益 △445,056 99,759

土地再評価差額金 △277,309 △277,309

為替換算調整勘定 △28,180 10,191

評価・換算差額等合計 △727,959 △222,275

新株予約権 63,816 38,349

少数株主持分 315,081 318,284

純資産合計 35,150,885 34,320,508

負債純資産合計 45,714,000 42,746,953
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 39,229,180 39,696,639

売上原価 29,793,196 29,599,500

売上総利益 9,435,983 10,097,139

販売費及び一般管理費 ※1
 7,284,727

※1
 7,140,593

営業利益 2,151,255 2,956,545

営業外収益

受取利息 7,942 2,647

受取配当金 5,419 14,761

債務勘定整理益 30,597 27,047

為替差益 63,059 －

その他 40,598 49,585

営業外収益合計 147,616 94,042

営業外費用

支払利息 14,971 14,859

支払手数料 6,066 5,093

為替差損 － 83,937

デリバティブ評価損 103,363 30,911

その他 10,435 20,801

営業外費用合計 134,837 155,603

経常利益 2,164,035 2,894,985

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 25,302

特別利益合計 － 25,302

特別損失

店舗閉鎖損失 － 28,736

リース解約損 － 28,247

特別退職金 － 13,606

固定資産除却損 － 6,538

関係会社整理損失引当金繰入額 － 1,757

関係会社株式評価損 27,786 －

特別損失合計 27,786 78,886

税金等調整前四半期純利益 2,136,248 2,841,401

法人税、住民税及び事業税 908,452 1,280,190

法人税等調整額 42,693 △185,728

法人税等合計 951,146 1,094,462

少数株主利益 13,652 21,159

四半期純利益 1,171,449 1,725,779
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 20,296,306 20,881,263

売上原価 15,360,939 15,601,867

売上総利益 4,935,366 5,279,395

販売費及び一般管理費 ※1
 3,721,337

※1
 3,520,359

営業利益 1,214,029 1,759,036

営業外収益

受取利息 6,176 2,092

受取配当金 3,560 50

債務勘定整理益 30,596 27,047

為替差益 21,065 －

その他 7,078 19,833

営業外収益合計 68,478 49,024

営業外費用

支払利息 8,089 8,844

支払手数料 2,829 2,648

為替差損 － 65,729

貸倒引当金繰入額 － 13,179

デリバティブ評価損 110,729 21,921

その他 2,212 15,784

営業外費用合計 123,860 128,108

経常利益 1,158,646 1,679,951

特別利益

関係会社整理損失引当金戻入額 － 179,284

特別利益合計 － 179,284

特別損失

店舗閉鎖損失 － 28,736

リース解約損 － 28,247

特別退職金 － 13,606

固定資産除却損 － 6,538

関係会社株式評価損 27,786 －

特別損失合計 27,786 77,128

税金等調整前四半期純利益 1,130,859 1,782,107

法人税、住民税及び事業税 542,088 825,175

法人税等調整額 △35,381 △56,376

法人税等合計 506,706 768,799

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,690 6,783

四半期純利益 627,844 1,006,524
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,136,248 2,841,401

減価償却費 157,229 161,568

のれん償却額 9,423 9,423

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,760 △7,900

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,104 △488

貸倒引当金の増減額（△は減少） △217,830 △27,642

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,973 △71

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） － 1,757

受取利息及び受取配当金 △13,362 △17,409

支払利息 14,971 14,859

デリバティブ評価損益（△は益） 103,363 30,911

関係会社株式評価損 27,786 －

売上債権の増減額（△は増加） △343,839 △1,342,249

たな卸資産の増減額（△は増加） △482,382 △12,772

仕入債務の増減額（△は減少） 665,034 936,058

未払消費税等の増減額（△は減少） 21,430 △59,496

その他の流動資産の増減額（△は増加） △361,688 △463,681

その他の流動負債の増減額（△は減少） 282,320 △71,293

その他 202,710 47,156

小計 2,196,732 2,040,131

利息及び配当金の受取額 12,100 16,926

利息の支払額 △14,971 △14,859

法人税等の支払額 △1,454,562 △1,059,424

営業活動によるキャッシュ・フロー 739,298 982,774
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △300,000 △300,000

定期預金の払戻による収入 300,000 300,000

有価証券の取得による支出 － △186,000

有形固定資産の取得による支出 △71,544 △104,562

有形固定資産の売却による収入 21,899 －

投資有価証券の取得による支出 △4,933 △188,932

関係会社株式の取得による支出 △60,000 △8,761

貸付けによる支出 △6,000 △77,232

貸付金の回収による収入 59,817 9,700

その他の支出 △13,008 △20,710

その他の収入 3,308 12,055

投資活動によるキャッシュ・フロー △70,461 △564,442

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △9,282 △882

自己株式の取得による支出 △1,736 △141

リース債務の返済による支出 △2,758 △15,057

配当金の支払額 △408,011 △402,567

財務活動によるキャッシュ・フロー △421,788 △418,647

現金及び現金同等物に係る換算差額 20,146 △44,088

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 267,194 △44,403

現金及び現金同等物の期首残高 10,875,188 12,360,069

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 47,608

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 11,142,383

※1
 12,363,273
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

連結の範囲に関する事項の変更 １．連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、連雲港花茂日用品有限公司は重要性が

増したため、連結の範囲に含めております。

２．変更後の連結子会社の数

10社

　

【表示方法の変更】

　当第２四半期連結会計期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　平成21年７月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成21年９月30日）　

（四半期連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）の適用に伴い、前第２四半期連結会計期間において、「商品」「未着商品」として掲記されていたものは、当第

２四半期連結会計期間は「商品及び製品」と一括して掲記しております。なお、当第２四半期連結会計期間に含まれる

「商品」「未着商品」はそれぞれ6,033百万円、1,040百万円であります。

　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出については、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定し

ております。　

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している固定資産の減価償却費の算定方法は、連結会計年度

に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

３．経過勘定項目の算定方法 　合理的な算定による概算額で計上しております。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を

重要なものに限定して算出しております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断は、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前

連結会計年度で使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用し

ております。

５．連結会社相互間の債権債務及び取引

の相殺消去

　当該債権と債務の額及び取引金額に差異がある場合には、差異の金額の重要

性が乏しい時には、調整を行わないで親会社の金額に合わせて相殺消去して

おります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【追加情報】

　当第２四半期連結累計期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　平成21年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成21年９月30日）　

（関係会社整理損失引当金）　

第１四半期連結会計期間より、関係会社の事業整理に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　１　保証債務

金融機関からの借入金に対する保証債務

関係会社

株式会社ドゥイング 230,000千円

一志商貿（上海）有限公司 8,299 

　計 238,299 

リース債務及び仕入債務に対する保証債務

関係会社

株式会社ドゥイング 411,464千円

 

１．保証債務

金融機関からの借入金に対する保証債務

関係会社　

株式会社ドゥイング 1,110,000千円

一志商貿（上海）有限公司 　9,027

　計
1,119,027　　　　　

　　

リース債務及び仕入債務に対する保証債務

関係会社

株式会社ドゥイング 477,820千円

 　　　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費

主要な費用科目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費

主要な費用科目及び金額は次のとおりであります。

荷造運搬費 1,015,449千円

保管費 759,771　

販売促進費 454,889　

給与及び手当 2,658,291　

役員賞与引当金繰入額 45,800　

賞与引当金繰入額 31,530　

退職給付費用 64,396　

荷造運搬費 1,047,172千円

保管費 732,540　

販売促進費 470,720　

給与及び手当 2,587,774　

役員賞与引当金繰入額 34,700　

賞与引当金繰入額 19,162　

退職給付費用 65,064　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費

主要な費用科目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費

主要な費用科目及び金額は次のとおりであります。

荷造運搬費 544,702千円

保管費 381,911　

販売促進費 220,162　

給与及び手当 1,334,986　

役員賞与引当金繰入額 25,900　

賞与引当金繰入額 22,234　

退職給付費用 32,475　

荷造運搬費 578,542千円

保管費 356,936　

販売促進費 206,587　

給与及び手当 1,278,074　

役員賞与引当金繰入額 21,900　

賞与引当金繰入額 11,016　

退職給付費用 32,515　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 11,142,383千円　

現金及び現金同等物 11,142,383　

現金及び預金勘定 12,363,273千円　

現金及び現金同等物 12,363,273　
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　　18,687千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　 537千株

 

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　提出会社　　63,816千円

（注）ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４．配当に関する事項

(１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 408,382 22.5平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

(２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月30日

取締役会
普通株式 408,380 22.5平成21年９月30日平成21年12月４日利益剰余金

　

EDINET提出書類

株式会社ドウシシャ(E02840)

四半期報告書

24/30



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　「生活関連用品の卸売事業」の売上高、営業利益は、全セグメントの売上高の合計額、営業利益の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　「生活関連用品の卸売事業」の売上高、営業利益は、全セグメントの売上高の合計額、営業利益の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認めら

れないため、記載しておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約金額等は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認め

られないため、記載しておりません。

　

（ストック・オプション等関係）

四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載しておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,915.79円 １株当たり純資産額 1,871.25円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 64.54円 １株当たり四半期純利益金額 95.08円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） 1,171,449 1,725,779

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,171,449 1,725,779

期中平均株式数（千株） 18,150 18,150

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

新株予約権方式によるストック

・オプション（平成20年６月26

日定時株主総会決議5,139個）。

なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、（２）新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。

―
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 34.59円 １株当たり四半期純利益金額 55.46円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） 627,844 1,006,524

普通株主に帰属しない金額（千円） 　― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 627,844 1,006,524

期中平均株式数（千株） 18,150 18,150

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

新株予約権方式によるストック

・オプション（平成20年６月26

日定時株主総会決議5,139個）。

なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、（２）新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。

―

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

（リース取引関係）

リース取引開始日が、平成20年４月１日以降開始する連結会計年度前の連結会計年度に属する所有権移転外ファ

イナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期連結

会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりませ

ん。

　

２【その他】

平成21年10月30日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・408,380千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・22円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成21年12月４日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月11日

株式会社ドウシシャ

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 米沢　　　顕　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊與政　元治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ドウシシャ

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ドウシシャ及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

株式会社ドウシシャ

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊與政　元治　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 米沢　　　顕　　印

指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ドウシシャ

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ドウシシャ及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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